
平成28年８月２日

自治税務局市町村税課

ふるさと納税に関する現況調査結果
（税額控除の実績等）



ふるさと納税に関する現況調査（税額控除の実績等）

○概要

平成28年度課税におけるふるさと納税に係る税額控除額等について、調査を実施（平成28年6月1日

時点の状況）。

（※ ふるさと納税の受入実績等については、平成28年6月14日公表）

○対象

全市区町村（1,741団体）

※ 今回の調査結果におけるふるさと納税額とは、ある年度における個人住民税の課税対象となる期間（前年1月1日～12月31日）において支

出された都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金のうち、申告又は申告特例の適用により、個人住民税の寄附金税額控除が適用さ

れた寄附金額である。

※ 今回の調査結果における計数は、全市区町村を対象に行ったふるさと納税に関する現況調査（平成28年度課税の状況（6月１日時点））を

もとに算出した計数である（平成21年度から平成27年度の計数は、各年度の「市町村税課税状況等の調」 をもとに算出した計数。）。

※ 適用者数及びふるさと納税額は、市町村民税における計数である（控除額は、道府県民税と市町村民税の合計額）。

※ 都道府県別の計数は、ふるさと納税を受領した地方団体に係る都道府県別の計数ではなく、ふるさと納税をした者が居住する地方団体に

おける寄附金税額控除に係るものである。
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ふるさと納税に係る控除額の推移（全国計）

※ 各年度の計数は、前年中（例えば、平成28年度については、平成27年1月1日～12月31日の間）のふるさと納税に係る各年度における控除の適用状況。

※ 平成21年度から平成27年度までにおけるふるさと納税額、控除額及び適用者数は、「各年度の市町村税課税状況等の調」をもとに算出した計数。

※ 「平成28年度」の欄のうち、（ ）内の数値は、ふるさと納税ワンストップ特例制度の適用実績（平成28年6月1日時点）。

○ ふるさと納税に係る控除額等の推移は、下記のとおり。

○ 平成28年度課税における控除額は、約999億円（対前年度比約5.4倍）、適用者数約130万人（同：約3.0倍）。
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(単位；千人、億円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ふるさと納税額 72.6 65.5 67.1 649.1 130.1 141.9 341.1 
1,470.0 

(247.8)

控除額 18.9 18.1 20.4 210.2 45.3 60.6 184.2 
998.5 

(228.5)

適用者数 33.1 33.1 33.5 741.7 106.4 133.9 435.7 
1,295.3 

(419.5)
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（単位：人、千円） （単位：人、千円）

都道府県名 適用者数 寄附金額 控除額 都道府県名 適用者数 寄附金額 控除額うち
道府県民税分

うち
市町村民税分

うち
道府県民税分

うち
市町村民税分

北 海 道 34,476 3,826,959 2,260,643 903,560 1,357,083 京 都 府 30,810 3,825,450 2,391,142 956,398 1,434,744 

青 森 県 4,112 391,208 257,395 102,961 154,434 大 阪 府 118,187 12,359,660 8,592,529 3,436,806 5,155,723 

岩 手 県 4,517 497,751 315,857 126,579 189,278 兵 庫 県 72,391 7,692,658 5,384,201 2,154,840 3,229,362 

宮 城 県 15,630 1,717,414 1,253,787 501,480 752,307 奈 良 県 17,192 1,831,854 1,261,161 504,161 757,000 

秋 田 県 3,152 350,673 217,287 86,965 130,322 和 歌 山 県 6,907 758,276 507,610 203,171 304,439 

山 形 県 4,738 624,817 324,419 129,768 194,651 鳥 取 県 3,069 280,708 181,600 72,640 108,960 

福 島 県 8,612 913,735 601,240 240,556 360,684 島 根 県 3,001 282,595 173,217 69,323 103,893 

茨 城 県 20,804 1,949,202 1,371,403 548,551 822,852 岡 山 県 14,896 1,362,432 974,023 389,616 584,407 

栃 木 県 11,843 1,237,175 865,041 346,934 518,107 広 島 県 22,917 2,574,068 1,531,804 612,738 919,066 

群 馬 県 13,264 1,420,052 969,382 387,673 581,710 山 口 県 7,369 745,409 479,805 192,089 287,716 

埼 玉 県 76,615 7,280,827 5,249,056 2,099,542 3,149,514 徳 島 県 4,341 466,901 311,297 124,521 186,776 

千 葉 県 72,737 7,420,145 5,208,479 2,037,098 3,171,381 香 川 県 6,980 701,004 479,800 191,935 287,864 

東 京 都 269,418 38,575,755 26,157,137 10,459,889 15,697,248 愛 媛 県 7,619 906,176 609,460 243,786 365,674 

神 奈 川 県 136,734 14,355,375 10,311,371 4,127,452 6,183,919 高 知 県 3,261 293,276 206,331 82,567 123,765 

新 潟 県 9,760 1,001,892 690,081 276,031 414,050 福 岡 県 42,393 4,385,899 2,960,543 1,185,197 1,775,346 

富 山 県 5,118 557,670 317,359 126,982 190,377 佐 賀 県 4,428 476,431 311,552 124,614 186,938 

石 川 県 6,696 629,070 444,627 177,851 266,776 長 崎 県 6,421 675,637 457,466 182,993 274,473 

福 井 県 4,016 408,478 250,454 100,183 150,271 熊 本 県 6,978 744,278 495,180 198,042 297,138 

山 梨 県 4,796 509,066 355,051 141,885 213,166 大 分 県 4,951 570,199 355,759 142,314 213,445 

長 野 県 11,421 1,558,522 841,668 336,712 504,956 宮 崎 県 4,503 429,941 298,238 119,252 178,986 

岐 阜 県 17,601 1,954,137 1,225,408 490,162 735,245 鹿 児 島 県 6,082 767,940 459,468 183,911 275,556 

静 岡 県 29,018 2,977,989 1,970,748 788,311 1,182,437 沖 縄 県 5,726 677,714 399,829 161,434 238,395 

愛 知 県 98,830 11,194,484 7,491,862 3,001,163 4,490,699 合 計 1,295,312 146,998,165 99,853,983 39,903,507 59,950,476 

三 重 県 15,916 1,495,687 1,061,701 424,682 637,019 

滋 賀 県 15,066 1,341,571 1,020,515 408,190 612,325 

ふるさと納税に係る控除の適用状況（都道府県別）

○ 平成27年1月1日から12月31日までのふるさと納税について、平成28年度課税における控除の適

用状況は、下記のとおり。
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